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地方公共
団体コ－ド

長

④特産物

271

就業人口（令和２年国調）

499

平成２７年

年間販売額 

12,363 497,020
（R3.1.1～12.31）

事業所数

％

（令和４年６月１日）

（令和２年２月１日）

1.3 ％％ 1,437

％

4.9

第３次 39.1

20任　　　　期 人令和9年4月30日

令和2年4月1日

普通会計関係

53521 ③人口・世帯数468 402

全職員数 公営事業
会計関係うち一般行政関係

米、茶、日本酒、いちご、煎餅、だんご、乾めん、みそ、千石
きゅうり、ズッキーニ

116,189

従業者数

従業者数

3,518
（R2.1.1～12.31）

神達　岳志

人

（人）

条例定数

公明２人、自民１人、共産１人、立憲民主１人、無所属15人

③職員数（令和５年４月１日現在）

党　派　別

副議長

現議員数

佐藤　剛史坂巻　文夫

20

議　　　　長

かんだつ　たけし 令和6年8月2日

市章

〈e-mail〉

法適用（上水　公共下
水　特定公共下水　農
業集落排水）

地域指定 公営企業
※令和６年３月31日現在

＜行政組織＞

常総市水海道諏訪町3222番地3
〈 ＴＥＬ 〉

http://www.city.joso.lg.jp

類型

mirai@city.joso.lg.jp

082112 面積

〒

法人番号 6000020082112

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共済
消防災害補償　非常勤公務災害　市町村
会館管理　滞納処分等　し尿　消防　地域
交流センター　総合運動公園　ごみ　共同
研修　防災センター　障害者支援施設　養
護老人ホーム　特殊湛水防除　ごみ処理
施設等の周辺環境整備　葬斎場

〈 住所 〉
〈 ＦＡＸ 〉

ｋ㎡

任 期

常総市（じょうそうし）
303-8501

0297-23-2162

一部事務組合加入事業
近郊整備（一部区
域）0297-23-2111

〈 Ｈ Ｐ 〉

123.64Ⅱ－０

①沿革

＜概要＞

①長等（令和６年５月１日現在）

②地勢・風土等

昭和29年７月10日　編入（市制施行）
豊岡村 菅原村 大花羽村 三妻村 五箇村 大生村 坂手村
昭和30年３月31日　編入　真瀬村の一部
昭和30年３月31日　境界変更
昭和31年４月１日　 編入　内守谷村　菅生村
平成18年１月１日　 編入（名称変更）　石下町石井　陽 

55 歳） 2 期目

②議会（令和６年５月１日現在）

副市長

就任回数

老齢人口割合

58.9

（令和３年６月１日）

38.5

総額・総数 365,666

農家数

製造品出荷額等

16,506

－

142,959 56.5

事業所数

主業農家数

204 3,5452,331

11,252

③農業・工業・商業

30,692

30,791

60,834

29,697

⑤老齢人口割合

23,587

計

2,097

3,472

％

30,369

④有権者数（令和６年３月１日現在）

②産業構造

①生産・所得（令和３年度）

第２次

農業就業人口

（人・百万円）

－ 29,195

億円
市町村内
総生産 3,657 億円

住民所得

人口1人当り住民所得

215,449

4,892第１次

区分 総生産額（令和３年度）

千円

(百万円・人）

％

31.3

（R６.１.１住基人口）

令和２年
3,089

59,083

＜産業・経済＞

世帯数
＜市長＞－＜副市長＞
　
市長公室　 －秘書課、常創戦略課、資産活用課、防災危機管理課

総務部　　　－総務課、人事課、財政課、デジタル推進課、課税課、収納課

市民生活部－市民と共に考える課、市民課、暮らしの窓口課、
　　　　　　　　 健康保険課、人権推進課

福祉部－(福祉事務所)－社会福祉課、高齢福祉課、介護保険課、
　　　　　　　　　　　　　　　こども課、保健推進課

産業振興部－農業政策課、商工観光課、生活環境課

都市建設部－都市計画課、都市整備課、道路課、下水道課、水道課

会計管理者－会計課

＜議会＞
議会事務局

＜教育委員会＞
事務局　　　－学校教育課、生涯学習課、指導課、学校給食センター、
　　　　　　　　　 図書館

　
＜行政委員会＞
農業委員会事務局
選挙管理委員会事務局
監査委員事務局
固定資産評価審査委員会事務局
公平委員会事務局

農業

製造業

卸・小売業

％

507

令和3年4月1日

508

61,483
④機構図（令和６年４月１日現在）

515

女

女

47,754
有権者数

23,938

男

合計

97.4

全職員数
の  推  移

20,600

23,816

平成２２年

20,685

一般行政職の
平均給料月額 区分

地域手当
補正後

ラス指数

ラスパイレ
ス指数

百円 97.4 国勢調査

令和4年4月1日
32,449

人
口

男

65,320

32,871

30,465

22,289

29,386

常住人口

（令和６年４月１日）

　都心から50km圏内の首都近郊に位置し、水と緑に囲ま
れ、希少な動植物が生息するまち。江戸時代初期から大正
時代半ばにかけて、市の中心を流れる鬼怒川の水運により
江戸との貿易で商業のまちとして栄え、河川沿岸の土壌を
活かした農業が盛んである。関東鉄道常総線やつくばエク
スプレス、首都圏中央連絡自動車道常総インターチェンジ
が開設し、都心をはじめ、空港などへの交通アクセスが飛
躍的に向上している。令和5年度に開業した道の駅常総を
中心に、地域全体の活性化に取り組んでいる。
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R６
～

＜主要課題＞
　・充実した市民生活の実現に向けたまちづくり
　・道の駅を活かしたまちづくり
　・防災先進都市を目指したまちづくり
　・デジタル化の推進やＡＩ技術などを活用したまちづくり
　・カーボンニュートラルに向けた取組の具体化

＜特色ある行政＞
　・外国人総合案内事業
　・移動スーパー運行事業
　・避難所運営アドバイザー事業
　・避難所標識設置等工事
　・ペーパーレス会議システム運用事業
　・大河ドラマ「千姫」誘致活動
　・水海道あすなろの里キャンプ場指定管理業務
　・ＡＩまちづくり
　・アウトドアシティ構想
　・アグリサイエンスバレー事業

病院・一般診療所 34 か所

内　　　容

・ツナグ未来誕生祝福金事業
・産後ケア事業
・水海道第六保育所長寿命化改修事業
・きぬ総合公園大型遊具等更新事業
・教育・保育施設業務管理システム一元化
・水海道小学校トイレ洋式化事業
・かしのきスクール室長配置事業
・学校給食地場産物活用事業

・住まいまちづくり可能性調査事業
・６次産業化推進事業
・デジタル観光・周遊事業
・シティプロモーション動画制作委託料
・JOSOワールドフェスタ
・吉野公園運営管理
・サイクリングロード路面標示設置工事
・水海道河岸跡リバースポット歩道整備事業

・地域公共交通再編事業
・内水対策事業
・農地内水対策強化推進補助金
・防災ガイドブック・洪水ハザードマップ
・コミュニティタイムライン開発業務
・地域運営組織設立推進業務委託料
・水海道公民館基本構想策定事業
・高齢者補聴器購入費助成事業

・再エネ導入アクションプラン策定事業
・自立・分散型エネルギー設備導入促進事業費補助金
・啓発活動
・環境教育
・公共施設包括管理業務
・AIまちづくり事業
・県入札参加資格電子申請システム導入
・用地取得・物件補償管理システム導入

②今後の主要課題・特色ある行政等

道路改良率 35.3 ％

か所

＜主要施策等＞

次代を担う子育
て施策

名　　称

持続可能な行政
運営

地方債

国庫支出金

1,558,162

5,470

うち臨財債

－

△ 236

1.1

②主な歳入・歳出（令和４年度）

345

（千円・％）①決算収支

28,004,721 30,281,881

28,446,606

歳　　入

形式収支

歳　　出

④市町村税の状況（令和４年度）

1,835,275

区分 令和３年度決算

26,679,015

＜財政状況＞

市町村民税・個人
（構成比）

-

-

6.6

増減率令和４年度決算

8.1

実質単年度収支

5.1

単年度収支

（百万円・％）

8.12,277

475

増減率

701,039

増減額

-

-

1,325,706

1,000,000

288,587 460,321

決算額区　　分

1,460,321実質収支

連結実質赤字比率

扶助費

公債費

普通建設事業費

うち繰出金 2,157

投資的経費

実質赤字比率

5,605

人件費

2.7

か所

97.3

△ 86.7

保育所 ※１

△ 396うち繰入金

1,768

その他

28,447

△ 5.2

△ 0.3

19.7

5,189

0.0

29.8

44.1

13.7

％

％

）11.5

0

校

小学校 ※１

48.8

校義務教育学校 ※１

市町村民税・法人
（構成比）

中学校 ※１

( [97.3]

体育館校

10

歳　　　出 6.6

△ 686

2,766

義務的経費

△ 942

△ 30.0

4,552 △ 2.415.0

－

4.7

△ 114

△ 4.1

44.3

市町村税合計
（国保除く）

32.4

構成比

歳　　　入

△ 614

9,015

△ 73.2

18.1

1,433

30,282

地方交付税

9,812地方税

）

児童館

9,812,265

か所

か所

2プ－ル

49.2

4,830,189

2

[97.4]

98.3

＜公共施設整備状況＞（令和４年度）

）

か所

固定資産税
（構成比）

45

10,080,232

※１は令和５年度

4,914,312

（

6

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

R６
～

地方債現在高（A) 百万円

百万円

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

780

10,731

5,189

積立金現在高（C)

百万円

％

[5,022]

コミュニティが繋
ぐ地域の絆

R６
～

4,175

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

標準財政規模（令和５年度）

88.1

12,527

[26,058]

0.689

債務負担行為支出予定額（B)

財政力指数（令和５年度）

経常収支比率

将来負担比率

16,115

28,676

2,194

3,892

52

(12.72 )

うち単独

その他の経費

△ 11

-

[23,061]

[0.667]

[91.0]

[8,018]

[16,430]

％

8.2

百万円

[6.4]

6,884

23,986

百万円

( 350.0 )

(17.72 )％

[22.4]

( 25.0 )

- ％

155.7

△ 783

△ 706

△ 34.8

△ 6.2

108 3.7
（百万円）

公営住宅

公民館等

まちの賑わい創
出

R６
～

①主要施策実施状況

期間

80
（R６）

93.7

汚水処理普及率 ％83.2

・普通会計に関する主な指標

52.5

10.7

166
（R６）

2.5

％実質公債費比率

△ 12.3

278
（R６）③主要指標（令和４年度）

うち補助

3,030

3,499

△ 416

3,160

7.6

・健全化判断基準

1 か所

254

道路舗装率

園

12

老人福祉施設

2

68.7

上水道等普及率

か所

戸

図書館

幼稚園 ※１ 園

13

認定こども園 ※１

3

4

11.7

3,181,581

（

（

調定額

）

94.9

）

）

3,020,205

(

1,151,2181,156,177

[97.2]

99.6

[98.7]

(

概　 算
事業費

223
（R６）

37.7

31.6

155.7

517.6

3,160

14.7

18.2

18.2

（千円・％）

区分 収入額

30.8

徴収率
[  ]は県平均値
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